
自転車の安全利用について

平成３０年１０月２６日

警 察 庁 交 通 局



＜本日の説明内容＞

１． 交通死亡事故の発生状況について

２． 自転車事故の発生状況について

３． 自転車の安全利用のための取組について

（１） 交通ルール等の周知・安全教育の推進

（２） 自転車利用者に対する指導・取締り

（３） 自転車通行空間の整備
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１． 交通死亡事故の発生状況について

２



１－１ 交通事故死者数の推移
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 平成29年における交通事故死者数は 3,694人（前年比－210人、－5.4％）と、警察庁が保有する

昭和23年以降の統計で最少

交通事故死者数の推移
（昭和23年～平成29年）

平成29年死者数

3,694人

昭和45年死者数

16,765 人
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（注） ・ 昭和46年以前は沖縄県を含まない。

昭和54年死者数
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（年）
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（注） ・ 算出に用いた人口は、各前年の総務省統計資料「人口推計」（各年10月１日
現在の補間補正前人口）又は「国勢調査」による。以下同じ。
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 近年の交通事故死亡者については、全年齢層・高齢者いずれも減少傾向にあるものの、高齢者の占める
割合は54.7%であるなど、依然として高い水準で推移

 また、人口10万人当たり死者数についても、いずれも減少傾向にあるものの、高齢者の人口当たり死者数
は全年齢層の約２倍

全 年 齢 層

65歳以上の高齢者

交通事故死者数の推移（平成19年～平成29年）

（人） （人（人口10万人当たり））

全 年 齢 層

65歳以上の高齢者

～ 交通事故死者数の推移 ～

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

死者全体に占める
高齢者の割合％ 47.4 48.4 49.9 50.3 49.2 51.4 52.6 53.3 54.6 54.8 54.7

１－２ 交通事故死者数の推移
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１－３ 状態別死者数の推移

 状態別（歩行中、自動車乗車中、二輪車乗車中、自転車乗用中）の死者数についてはいずれも減少傾向

 人口10万人当たりでは、歩行中、自動車乗車中が多い
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状態別死者数の推移（平成19年～平成29年）
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（注） その他（リヤカー等の軽車両利用中等）の状態を除く。
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１－４ 主要先進国の状態別死者数の構成比

主要先進国の状態別死者数の構成比（平成28年）

 日本は、交通事故死者数のうち歩行中・自転車乗用中死者の占める割合が、主要先進国の

中で特に高い。
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・ 本グラフ（国際比較）に限り、死者数の定義は事故発生後30日以内の死者
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２．自転車事故の発生状況について
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２－１ 自転車関連事故件数の推移

自転車関連事故件数の推移（平成19年～平成29年）
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 自転車関連事故件数は減少傾向にあるが、全交通事故に占める自転車関連事故の構成比

は約20％前後で横ばい傾向
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※ 自転車乗用者が第一当事者・第二当事者となった事故を計上。ただし、自転車相互
事故は１件として計上。以下同じ。 ８



２－２ 年齢別の自転車乗用中死傷者数
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 自転車乗用中死傷者数を年齢別に見てみると、16歳をピークに、中学生・高校生の年代

で特に多い。
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２－３ 自転車乗用中の人身損傷主部位比較・ヘルメット着用状況別致死率
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（注） ・ 「人身損傷主部位」とは、損傷程度が最も重い部位（死亡の場合は致命傷の部位）をいう。

・ 「その他」とは、顔部、腹部等をいう。

【

死
者
】

自転車乗用中死者・負傷者の人身損傷主部位比較
（平成29年）

合計： 480 
（人）

合計 ： 88,888 
（人）

 自転車乗用中「負傷者」の人身損傷主部位は脚部、腕部である場合が多いのに対し、自転車乗用中「死者」
は頭部損傷によるものが多い。

 ヘルメット非着用時の致死率は、ヘルメット着用時と比較して約３．３倍高い。
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（注） ・ 「致死率」とは、死傷者のうち死者の占める割合をいう。

・着用状況不明の者を除く。

約 3.3 倍



１１

３．自転車の安全利用のための警察の取組について



（注） ・警察庁ＨＰより抜粋
１２

３－１－１ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（自転車安全利用五則）



１３

３－１－２ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（自転車安全利用五則）

（注） ・警察庁ＨＰより抜粋



３－１－３ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（安全教育）

○ 自転車安全教育の推進

警察や関係機関等が連携し、街頭での安全指導のほか、

自転車シミュレーターの活用等による参加・体験・実践型の

自転車教室を開催するなど、教育内容の充実を図っている。

（安全教育の事例）

１４



３－１－４ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（広報啓発）

○ 自転車の安全利用に関する広報啓発

１５

全国交通安全運動における運動の重点に関する主な推進項目

として、自転車の安全利用を盛り込むなど、国民に対する広報

啓発に努めている。



３－１－５ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（自転車の安全整備）

○ 自転車の安全整備の推進（ＴＳマーク制度）

公益財団法人日本交通管理技術協会（管技協）に登録された
自転車安全整備士が、自転車の点検・整備を行って自転車が法
令に定める安全な自転車であることを確認し、利用者に対して
交通ルール等の指導を行うもの。
自転車には点検・整備を受けたことを示すＴＳマークが貼付

され、賠償責任・傷害保険が付帯される。

１６



３－１－６ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（大阪府警の取組）

１７

○大阪府警察の取組

大阪府警では平成27年４月、全国初となる「自転車対策室」を設置

⇒ 自転車関連事故抑止に向けて各種施策を推進

・ 自転車左側通行徹底キャンペーンの実施

・ 自転車安全利用推進優良企業の認定

・ 「信号守らせ隊」を発足、拡大

・ 高齢者向け自転車用ヘルメットの
着用促進ＤＶＤの制作・配布



３－１－７ 交通ルール等の周知・安全教育の推進（各自治体の取組）

○ その他各自治体の取組

一部の自治体では、「自転車の安全で適正な利用の促進に
関する条例」等を制定し、

・自転車損害賠償責任保険等への加入

・乗車用ヘルメットの着用

の義務付けや努力義務を規定している。

１８

ヘルメットの着用促進
（大阪府警ＨＰ）



３－２－１ 自転車利用者への指導・取締りの推進

○ 自転車利用者に対する指導・取締り件数

警察では、自転車指導啓発重点地区・路線を中心に、自転車
利用者の信号無視、遮断踏切立入り等の違反に対し、約１５５
万件の指導・警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対
しては約１万４千件の検挙措置を講ずるなど、厳正に対処して
いる。

取締り
件数

指導警告
信号無視 通行禁止

遮断踏切
立入り

指定場所
一時不停止

制動装置
不良

酒酔い その他

7,143件 113件 3,984件 969件 433件 122件 1,341件 14,105件 1,550,724件

○自転車利用者に対する指導・取締り状況（平成29年）

１９



３－２－２ 自転車利用者に対する指導・取締りの推進（自転車運転者講習制度）

２０



３－２－３ 自転車利用者への指導・取締りの推進（自転車運転者講習制度）

自転車運転者が危険行為をくり返す
● ３年以内に２回以上

交通の危険を防止するため、都道府県公安委員会が
自転車運転者に講習を受けるように命令

【受講命令】

講習の受講
● 講習時間：３時間
● 講習手数料：６，０００円（標準額）

１

２

３

受講命令違反

⇒ ５万円以下の罰金

３か月以内に受講しなかった場合

２１



３－３ 自転車通行環境の確立

○ 国土交通省等とも連携し、歩行者・自転車・自動車等が適切に分離
された自転車通行空間の整備を推進。特に警察においては、車線の
活用等を行って自転車専用通行帯の整備を推進。

２２



（参考） 自転車の活用推進（政府の取組体制）

２３

自転車活用推進本部

自転車活用推進本部事務局

【事務局⻑】 国⼟交通省 道路局⻑
【事務局⻑代理】 国⼟交通省 官房審議官（道路局担当）
【次 ⻑】 国⼟交通省 道路局 参事官

内閣府 ⼤⾂官房 企画調整課⻑
内閣府 政策統括官付 参事官（交通安全対策担当）
警察庁 交通局 交通企画課⻑
総務省 ⼤⾂官房 企画課⻑
⽂部科学省 スポーツ庁 健康スポーツ課⻑
厚⽣労働省 健康局 健康課⻑
経済産業省 製造産業局 総務課⻑
環境省 地球環境局 地球温暖化対策課⻑

【議⻑】
国⼟交通省 道路局⻑

【本部長】 国土交通大臣

【本部員】 総務大臣 文部科学大臣 厚生労働大臣
経済産業大臣 環境大臣 内閣官房長官
国家公安委員会委員長
内閣府特命担当大臣（交通安全対策） 【構成員】

内閣官房 内閣審議官
内閣府 ⼤⾂官房総括審議官
内閣府 政策統括官（共⽣社会政策）

警察庁 交通局⻑
⾦融庁 監督局⻑
消費者庁 次⻑
総務省 ⼤⾂官房 総括審議官
⽂部科学省 スポーツ庁 次⻑
厚⽣労働省 健康局⻑
経済産業省 製造産業局⻑
環境省地球環境局⻑

関係府省庁連絡会議

【自転車活用推進法における政府の取組体制】



（参考） 自転車の活用推進（自転車活用推進計画）

【自転車活用推進計画の概要】

１．総 論

４．自転車の活用の推進に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するために必要な事項

 自転車を巡る現状及び課題に対応するための目標

を掲げ、これらの目標達成のために、具体的に実施

すべき施策を記述

２．自転車の活用の推進に関する目標及び
実施すべき施策

３．自転車の活用の推進に関し講ずべき措置

 計画期間中に国が講じる措置を一覧表に整理

 自転車活用推進計画の位置付け

 計画期間
長期的な展望を視野に入れつつ、2020年度まで

 自転車を巡る現状及び課題

【目標３】
サイクルツーリズムの推進による観光立国
の実現

【目標４】
自転車事故のない安全で安心な社会の実現

【目標１】
自転車交通の役割拡大による良好な都市
環境の形成

【目標２】
サイクルスポーツの振興等による活力ある
健康長寿社会の実現

＜警察が実施すべき施策＞

 自転車の点検整備の促進

 国民の交通安全意識の向上に

資する広報啓発活動の推進

 自転車利用者への指導・取締り

＜警察が実施すべき施策＞

 自転車通行空間の計画的な整備

 違法駐車取締りの推進

 関係者の連携・協力、計画のフォローアップ等に
ついて記述

２４




